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14日以上の予告期間

14日以上の予告期間

H26.3 H26.4

● ◆パターン②
【消費税率8％】

パターン③
【消費税率8％】

〔凡例〕　●／契約解除届提出日
　　　　◆／契約解除日

　
Ｕ
Ｒ
都
市
機
構
で
は
、
一
定
の
要

件
に
該
当
す
る
高
齢
者
世
帯
等
の
方

に
対
し
て
、
居
住
の
安
定
に
配
慮
さ

せ
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
、
家
賃

改
定
に
伴
う
家
賃
の
上
昇
を
抑
制
す

る
特
別
措
置
を
講
じ
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
特
別
措
置
で
は
、
低
所
得
の

高
齢
者
・
母
子
・
障
が
い
者
・
子
育

て
及
び
生
活
保
護
世
帯
を
対
象
と
し

て
お
り
ま
す
。
適
用
要
件
に
該
当
さ

れ
る
方
は
申
請
手
続
き
を
行
っ
て
い

た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

　
ま
た
、
継
続
し
て
こ
の
特
別
措
置

の
適
用
を
受
け
て
い
た
だ
く
に
は
、

毎
年
度
、
受
付
期
間
内
に
更
新
申
請

を
し
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
平
成
25
年
度
に
特
別
措
置
の
適
用

を
受
け
て
い
る
方
が
、
平
成
26
年
度

も
継
続
し
て
特
別
措
置
の
適
用
を
受

け
て
い
た
だ
く
に
は
更
新
申
請
が
必

要
で
す
。
現
在
、
更
新
申
請
を
受
け

付
け
て
お
り
ま
す
の
で
、
申
請
が
お

済
み
で
な
い
方
は
、
お
早
め
に
申
請

い
た
だ
き
ま
す
よ
う
ご
案
内
し
ま
す
。

　〔
生
活
保
護
世
帯
と
し
て
特
別
措
置

の
適
用
を
受
け
て
い
る
方
に
つ
き
ま

し
て
は
、
平
成
26
年
度
の
生
活
保
護

の
住
宅
扶
助
限
度
額
が
確
認
で
き
次

第
（
平
成
26
年
３
月
中
旬
ご
ろ
）、Ｕ

Ｒ
都
市
機
構
か
ら
申
請
関
係
書
類
を

送
付
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。〕

●平成２５年度に、この特別措置の適用を受けている方が申請で
　きます。
●更新申請の対象者の方々に郵送しております『家賃改定に伴う
　特別措置適用申請書（更新世帯用）』にご記入の上、必要書類
　を添えて、最寄りの管理サービス事務所または住まいセンター
　等までご申請ください。
●申請期間：
　高齢者・母子・障がい者・子育て世帯の方の受付期間は平成２６
　年２月２８日（金）まで　〔生活保護世帯の方の受付期間は、平
　成２６年３月中旬から平成２６年３月３１日（月）まで〕

―申請手続きはお早めに―
（建替事業に伴う特別措置とは異なりますので、ご注意ください。）

申請手続きに関するお問合せは、お住まいの団地を管理している支社等または住まいセンター等までお問合せください。
※　現在、特別措置の適用を受けていない方のうち、要件を満たしていると思われる方は、管理サービス事務所または住まい
　　センター等までご相談ください。

●平成２６年４月の家賃改定で家賃が引上げとなった方が申請で
　きます。
●管理サービス事務所や住まいセンター等でお渡しする『家賃
　改定に伴う特別措置適用申請書（新規世帯用）』にご記入の上、
　必要書類を添えて、最寄りの管理サービス事務所または住ま
　いセンター等までご申請ください。
●申請期間：
　平成２６年２月１０日（月）から平成２６年６月３０日（月）まで
　※　期間内に申請が出来ない場合はお申し出ください。

■イメージ図

平成26年度家賃改定特別措置（更新申請・新規申請）のご案内平成26年度家賃改定特別措置（更新申請・新規申請）のご案内

東日本大震災から3年、お便りをお寄せください

お
住
ま
い
の
住
宅
の
契
約
を

解
除
し
て
退
去
さ
れ
る
と
き

は
、
14
日
以
上
の
予
告
期
間

が
必
要
と
な
り
ま
す
が
、
平

成
26
年
４
月
１
日
か
ら
消
費

税
率
が
変
更
と
な
る
こ
と
に

伴
い
、
契
約
解
除
日
が
平
成

26
年
４
月
１
日
以
降
と
な
る

も
の
は
、
修
理
費
負
担
額
に

係
る
消
費
税
相
当
額
を
算
定

す
る
消
費
税
率
は
８
％
と
な

り
ま
す
の
で
、
ご
留
意
く
だ

さ
い
。

　ＵＲ賃貸住宅にお住まいの皆さまと被
災された方との心温まる交流やエピソー
ド、 継続している支援、防災について日
頃から行っているちょっとした生活の工
夫や取り組みなど、 団地や個人で行って
いることをお便りでお寄せください。

　お便りには、「被災された方とのエピソードや
日頃から行っている防災の取り組み」のほか 「住
所、氏名、電話番号、性別、年齢」をご記入の上、 
次の宛先までお送りください（平成 26 年 3 月
末日必着）。UR からご連絡の上、UR の広報媒
体に採用させていただいた方には薄謝を進呈い
たします。

〒231-8315　神 奈 川 県 横 浜 市 中 区 本 町
6-50-1 横浜アイランドタワー 
ＵＲ都市機構  カスタマーコミュニケーション室
広報チーム

※お送りいただいたお便りは、ご返却いたしませんので、
　予めご了承ください。

　平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大
震災から 3 年。ＵＲ都市機構は、発生直後か
ら現地に職員を派遣し、応急仮設住宅の建設
支援や避難された方々へのＵＲ賃貸住宅の提
供など復旧活動に取り組みました。また、同
年には、国土交通省からの要請を受け、現地
に体制を整えて、復興計画策定などの支援を
行いました。
　北は岩手県野田村から南は福島県いわき市
までの３県 20 市町村で、復興公営住宅の建
設など復興まちづくり支援を行い、現地では
330 人の職員が全力で業務を行っています。
復興公営住宅は、15 市町 3054 戸（約
7000人相当分※、平成26年２月１日現在）
を整備し、そのうち４市町 165 戸が完成し
ています。

　※平成 22 年度国勢調査に基づく１世帯当たりの平均世

　　帯人数から推計

～ UR 都市機構は一日も早い東北の
　 復興へ全力で取り組んでいます ～

更新申請手続きについて 新規申請手続きについて

退去時の修理費負担額に係る消費税率について

新地町愛宕東

釜石市花露辺

大槌町屋敷前

大槌町大ケロ

14日以上の予告期間

● ◆パターン①
【消費税率5％】

宛　先

2第215号2014年（平成26年）2月 ま　　ど
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